大阪府障がい者相談支援ガイドライン〔仮称〕の考え方（案）
１．目　的

（１）相談支援の基本的あり方の提示　
　市町村窓口や相談支援事業所において、相談支援を新たに担当する者が手引き書として利用できるように、相談支援の基本的なあり方やその方法について示すとともに、市町村相談窓口と相談支援事業所との役割や連携のあり方についても押さえる。また、アセスメント票等の各種様式の府推奨様式も作成する。
　⇒相談支援の底上げ

　　大阪府下において、市町村や事業所における運営状況は様々であるが、その実態も踏まえつつ、障がい者相談支援の基本的なあり方を示すことにより、府下における相談支援体制全体の底上げを図る。
（２）手続きの透明化・明確化　
　障がい者相談支援における一連の手続きについて、法的なポイントも押さえつつ、作成する。また、その際には、苦情解決の仕組みのあり方や、個人情報取扱いのあり方についても整理する。
⇒相談支援の権利擁護機能の強化

　　相談支援の過程や様々な仕組みにおける適性手続きを示すことにより、相談支援における権利擁護機能の向上を図る。
（３）相談支援の評価基準の提示
　地域自立支援協議会における重要な機能の1つに、相談支援における評価機能が挙げられるが、評価基準については、まだ一定の基準がない状態であり、ガイドラインと同時に評価基準も示すことにより、市町村や事業所のあるべき姿をより明確にする。

　⇒相談支援の評価機能の強化
２．配布対象
　・市町村

　・相談支援事業所
　・その他、地域自立支援協議会等へ参画している事業所、機関等

　

　　完成版は、府のホームページにて掲載し、誰でもアクセス可能とする。
３．策定方法
（１）作業ワーキングの設置
　〔構成〕

　　①ケアマネジメント推進部会委員
　　②市町村相談支援担当者

　　③相談支援事業者（大阪府相談支援アドバイザー）

　　④障がい当事者

　　⑤大阪府障がい者相談支援センター

　　⑥大阪府こころの健康総合センター

　　⑦大阪府障がい福祉室地域生活支援課

（２）作業の流れ

　　・平成21年度～22年度にかけて、順次作業を行う。
　　・平成21年度は、ガイドラインの構成や評価に対する考え方などを検討する。
　　・平成22年度より、執筆等の作成作業を順次進める。
　　・進捗状況等は、事務局が把握し、部会等において、部会委員へ報告する。
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